
第２章 横浜市民の健康を取り巻く現状

１ 社会背景

（１）人口と世帯

＜人口と世帯＞の要点 

・市総人口の４人に１人は 65 歳以上の高齢者です。高齢化率は今後も上昇すると予測されます。

・市の世帯の約４割は一人暮らしの世帯です。

・市の世帯の約２割は高齢単身または 60 歳以上の夫婦のみの世帯です。

令和５年（2023 年）の横浜市の人口は 377 万人で、年齢３区分別では０～14 歳が 42 万 7 千

人（11.6％）、15～64 歳が 231 万 7 千人（63.1％）、65 歳以上が 92 万 7 千人（25.3％）となっ

ています。（表 2-1-1） 

平成 25 年（2013 年）と比較して、総人口は 369 万 7 千人から 2.0％増加していることに対

し、高齢者人口（65 歳以上の人口）は、78 万 7 千人から 17.8％増加しており、高齢化が急速

に進展しています。将来人口推計では、人口が減少する一方で、65 歳以上の人口は増加し続け、

令和 17 年（2035 年）には高齢化率が 30.4％まで上昇すると予測されています。（図 2-1-1） 

表 2-1-1 市の人口（国勢調査からの推計：令和５年（2023 年）１月１日時点）  

図 2-1-1 人口と高齢化率の推移 

国勢調査を基にした推計人口 令和７、12 年は将来人口推計 
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世帯について見ると、令和２年（2020 年）の一般世帯 174 万 4 千世帯のうち、家族類型別で

は、単独世帯が最も多い 40.1％（69 万 9 千世帯）を占めています。（表 2-1-2） 

 また、高齢者人口の増加に伴い、「高齢夫婦世帯（夫が 65 歳以上で妻が 60 歳以上）」と「高

齢単身世帯」の合計である「高齢世帯」も増加しています。一般世帯に占める高齢世帯は、平

成 22 年（2010 年）は 18.0％でしたが、令和２年（2020 年）には 21.8％となっています。（図

2-1-2）

表 2-1-2 市の世帯（令和２年（2020 年））（国勢調査） 

図 2-1-2 高齢世帯の推移（国勢調査） 

世帯の種類 構成比

単独世帯 69万9千世帯 (699,171) 40.1%

夫婦と子供から成る世帯 48万2千世帯 (482,163) 27.6%

夫婦のみの世帯 34万8千世帯 (347,945) 19.9%

ひとり親と子どもから成る世帯 14万1千世帯 (141,343) 8.1%

その他の世帯（種類不詳含む） 7万4千世帯 (73,586) 4.2%

一般世帯合計 174万4千世帯 (1,744,208) 100%

※一般世帯には種類不詳を含む。

学生寮や病院などの施設等の世帯は含まれていない。

世帯数
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（２）区別に見る人口構造の特性

＜区別に見る人口構造の特性＞の要点 

・人口は 30 万人以上の区（港北、青葉区）もあれば、15 万人未満の区（西、栄、瀬谷区）もあり、

高齢化率は全国平均 28.5％（令和４年（2022 年）１月１日時点 住民基本台帳）を超える区（港

南、旭、金沢、栄、泉区）もあれば、超高齢社会と言われる 21％に達していない区（西、港北、

都筑区）もあるなど、市内各区の人口構造は様々です。

ア 人口

行政区別の人口を見ると、令和５年（2023 年）３月 31 日時点の住民基本台帳では、30 万

人以上が港北、青葉の２区、25 万人以上が鶴見、戸塚の２区、20 万人以上が神奈川、港南、

保土ケ谷、旭、都筑の５区、15 万人以上が中、南、磯子、金沢、緑、泉の６区、10 万人以上

が西、栄、瀬谷区の３区となっています。（図 2-1-3、図 2-1-4） 

図 2-1-3 行政区別の人口 

  図 2-1-4 地図で見る行政区別の人口 
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高齢者人口（65 歳以上）は戸塚が最も多く、旭、港北の順に続き、このほかに鶴見、港南、

青葉区で６万人を超えています。高齢化率は栄が最も高く、金沢、旭、港南、泉区の順に続

きます。この５区は全国値 28.5％（令和４年（2022 年）１月１日時点 住民基本台帳）を超

えています。高齢化率が 21％を超えると超高齢社会と言われますが、市内 18 区では西、港

北、都筑区以外の 15 区が該当しています。（図 2-1-5、図 2-1-6） 

図 2-1-5 行政区別高齢者人口、高齢化率 

図 2-1-6 地図で見る行政区別の高齢化率 

=  21.0未満

= 28.5～

= 21.0～

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区
緑区

神奈川区
旭区

保土ケ谷区 西区

中区

泉区

戸塚区

港南区

磯子区

金沢区

栄区

瀬
谷
区

南区

21.5

22.0

19.5

23.6
26.9

29.0

26.7

29.6

27.9

30.8

19.9

24.4

22.7

18.5

25.8

30.9

28.9

28.0

16



イ 世帯

行政区別の世帯数は、令和２年(2020 年)の国勢調査によると、港北が最も多く、鶴見、青

葉、神奈川、戸塚、旭、南区の順で続き、この７区は 10 万世帯を超えています。 

 高齢世帯について見ると、旭が最も多く、戸塚、港北区の順で続きます。（図 2-1-7） 

一般世帯に占める高齢世帯の割合は栄が最も高く、旭、金沢、港南、泉区と続きます。市

内 18 区では西区を除いた 17 区が全国値 15.7％を上回っています。（図 2-1-8） 

 図 2-1-7 行政区別の世帯数 

図 2-1-8 行政区別の高齢世帯数と高齢世帯割合 
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（３）労働力率の推移と特性

＜労働力率の推移と特性＞の要点 

・男性の労働力率は 25 歳から 59 歳までが 90％台と高く、それ以外の年齢階級で低い「台形型」

となっています。

・女性の労働力率は、25～29 歳と 45～49 歳を頂点とし、35～39 歳を底とする「Ｍ字カーブ」とな

っています。昭和 60 年以降の女性の労働力率は、全ての年齢階級において令和２年が最高値と

なり、25 歳から 49 歳までの各年齢階級間における差も縮小しています。「Ｍ字カーブ」の底が上

昇し「台形型」に近づいています。

 労働力率とは、15 歳以上人口に占める労働力人口の割合のことをいいます。労働力人口に

は、就業者と完全失業者（調査期間中、収入を伴う仕事を少しもしなかった者のうち、仕事に

就くことが可能であって、かつ、公共職業安定所に申し込むなどして積極的に仕事を探してい

た者）が含まれます。 

 令和２年国勢調査の「就業状態等基本集計結果」の横浜市分によると、労働力人口は

2,074,042 人で、前回の平成 27 年調査と比べ 74,801 人（3.7％）の増加となっています。この

うち男性は 1,174,977 人（構成比 56.7％）、女性は 899,065 人（同 43.3％）で、前回と比べ男

性は 1,722 人（0.1％）減少し、女性は 76,523 人（9.3％）増加となっています。 

労働力率については、男性は 74.0％で前回と比べ 0.5 ポイント上昇、女性は 54.5％で前回と

比べ 4.1 ポイント上昇となっています。男性は 25 歳から 59 歳までの各年齢階級が 90％台と高

く、それ以外の年齢階級で低い「台形型」となっていますが、女性は 25～29 歳の 88.3％と 45

～49 歳の 77.6％を頂点とし、35～39 歳の 73.9％を底とする「Ｍ字カーブ」となっています。

男女雇用機会均等法が施行される直前の昭和 60 年から令和２年までの女性の労働力率を比較

すると、全ての年齢階級で令和２年の労働力率が最高となっています。女性の 25 歳から 49 歳

までの各年齢階級間における差が縮小していて「Ｍ字カーブ」の底が上昇し、台形に近づいて

います。（図 2-1-9） 

図 2-1-9 労働力率の推移 

 

 

出典：横浜市政策局（令和２年国勢調査 就業状態等基本集計結果 横浜市の概要） 
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２ 主要な疾病の状況

（１）平均寿命と健康寿命の推移

＜平均寿命と健康寿命の推移＞の要点 

・平均寿命は男女共に全国値を上回っており、区別に見ると全国の市区町村の上位に入る区もあり

ます。悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患の３死因を除去した場合に、男性 6.65 年、女性 5.16

年延びるものと算出されています。

・健康寿命もこの９年で男女共に延びていますが、全国の延びを下回り、特に女性の延びが鈍化し

ています。成人期・壮年期への対策として、腰痛症、こころの病気、歯の病気、脂質異常症等の

対策が必要と示唆されています。

ア 平均寿命

０歳の平均余命である「平均寿命」は、全年齢の死亡状況を集約したものであり、保健医

療福祉水準の総合的指標として広く活用されています。５年ごとに都道府県別生命表及び市

区町村別生命表が作成され、横浜市及び行政区別の平均寿命が公表されています。 

令和２年（2020 年）の都道府県別生命表によると、横浜市の男性の平均寿命は 82.32 年、

女性は 88.08 年となっており、平成 22 年（2010 年）と比較して男性は 2.03 年、女性は 1.29

年延びています。（表 2-2-1） 

令和２年（2020 年）の全国値（都道府県別生命表：男性 81.49 年、女性 87.60 年）と比較

すると、男性は 0.83 年、女性は 0.48 年、横浜市が上回っています。この 10 年間の延びにお

いても、男性は 0.13 年、女性は 0.04 年、横浜市が上回っています。 

表 2-2-1 平均寿命の推移 

 

 

また、令和２年の特定の死因を除去した場合の平均寿命の延び（その死因が克服されたと

仮定した場合の平均寿命の延び）について、横浜市が全国値よりも大きい値となっているの

は、男性では心疾患、肝疾患、新型コロナウイルス感染症、女性では不慮の事故、自殺、肝

疾患、新型コロナウイルス感染症となっています。悪性新生物、心疾患及び脳血管疾患の３

死因を除去した場合の平均寿命の延びについては、男性が 6.65 年、女性が 5.16 年となって

います。（表 2-2-2） 

H22(2010) H27(2015) R02(2020) R02-H22(延び)

男性 横浜市（都道府県別生命表） 80.29 81.47 82.32 2.03

全国（都道府県別生命表） 79.59 80.77 81.49 1.90

差 0.70 0.70 0.83 0.13

全国（完全生命表） 79.55 80.75 81.56 2.01

女性 横浜市（都道府県別生命表） 86.79 87.28 88.08 1.29

全国（都道府県別生命表） 86.35 87.01 87.60 1.25

差 0.44 0.27 0.48 0.04

全国（完全生命表） 86.30 86.99 87.71 1.41

出典：厚生労働省（令和２年都道府県別生命表、第23回生命表（完全生命表）より）
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表 2-2-2 特定の死因を除去した場合の平均寿命の延び 

 

 

 

行政区別の平均寿命を見ると、平均寿命の最も高い区と最も低い区との差は、平成 22 年

（ 2010 年）には、男性 5.0 年（都筑区と中区）、女性 2.4 年（青葉区と南区）でしたが、令

和２年（2020 年）は、男性 4.4 年（青葉区と中区）、女性 1.5 年（青葉区と鶴見区・南区）と

なり、この 10 年でその差は縮小しています。（図 2-2-1） 

平成 22 年（2010 年）以降の平均寿命と比較すると、男女共にこの５年間及びこの 10 年間

でいずれの区の平均寿命も延伸していることがわかります。各区の延びを見ると、男性は鶴

見、中、南、港北区、女性は保土ケ谷、中、鶴見、南区などの延びが大きくなっています。 

図 2-2-1 行政区別の平均寿命（平成 22 年（2010 年）～令和２年（2020 年）） 

出典：厚生労働省（区町村別生命表） 

悪性
新生物

心疾患
（高血圧
性を除
く）
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左記
３死因
（再掲）

交通事故
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自殺 腎不全 肝疾患 糖尿病
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コロナ

ウイルス
感染症

男性 横 浜 市 3.48 1.62 0.62 6.65 0.42 0.38 0.07 0.51 0.13 0.31 0.07 0.01 0.08
全 国 3.51 1.43 0.71 6.63 0.50 0.39 0.09 0.57 0.16 0.24 0.11 0.05 0.05

差 ▲ 0.03 0.19 ▲ 0.09 0.02 ▲ 0.08 ▲ 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.06 ▲ 0.03 0.07 ▲ 0.04 ▲ 0.04 0.03
女性 横 浜 市 2.82 1.22 0.56 5.16 0.27 0.27 0.02 0.32 0.11 0.12 0.06 0.03 0.05

全 国 2.84 1.27 0.65 5.44 0.36 0.25 0.03 0.31 0.14 0.11 0.08 0.06 0.03
差 ▲ 0.02 ▲ 0.05 ▲ 0.09 ▲ 0.28 ▲ 0.09 0.02 ▲ 0.01 0.01 ▲ 0.03 0.01 ▲ 0.02 ▲ 0.03 0.02

出典：厚生労働省（令和２年都道府県別生命表） （単位：年）
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令和２年（2020 年）の市区町村別生命表によると、男女共に全国上位 20 位以内に入る青葉

区と都筑区は、高い水準にあることがうかがわれます。男性では青葉区（全国第２位）、次い

で都筑区（全国第８位）、金沢、港北、栄、戸塚区が全国上位 50 市区町村に入っています。

女性では青葉、都筑区が全国上位 50 市区町村に入っています。（表 2-2-3） 

なお、全国下位 50 市区町村に入っている区はありません。 

表 2-2-3 市区町村別の平均寿命（上位 50 市区町村・令和２年（2020 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省（令和２年市区町村別生命表） 

都 道 府 県 平均寿命 都 道 府 県 平均寿命

 1 神 奈 川 県 川 崎 市 麻 生 区 84.0 神 奈 川 県 川 崎 市 麻 生 区 89.2

 2 神 奈 川 県 横 浜 市 青 葉 区 83.9 熊 本 県 上 益 城 郡 益 城 町 89.0

 3 長 野 県 上 伊 那 郡 宮 田 村 83.4 長 野 県 下 伊 那 郡 高 森 町 89.0

 4 愛 知 県 日 進 市 83.4 滋 賀 県 草 津 市 89.0

 5 京 都 府 木 津 川 市 83.3 兵 庫 県 芦 屋 市 88.9

 6 神 奈 川 県 鎌 倉 市 83.3 東 京 都 世 田 谷 区 88.9

 7 長 野 県 諏 訪 郡 原 村 83.3 東 京 都 小 金 井 市 88.9

 8 神 奈 川 県 横 浜 市 都 筑 区 83.3 山 梨 県 南 都 留 郡 町 88.8

 9 滋 賀 県 草 津 市 83.3 長 野 県 上 伊 那 郡 箕 輪 町 88.8

 10 長 野 県 下 伊 那 郡 豊 丘 村 83.3 長 野 県 伊 那 市 88.8

 11 大 阪 府 箕 面 市 83.2 岡 山 県 浅 口 郡 里 庄 町 88.8

 12 奈 良 県 生 駒 市 83.2 長 野 県 佐 久 市 88.8

 13 長 野 県 北 安 曇 郡 白 馬 村 83.2 神 奈 川 県 横 浜 市 青 葉 区 88.8

 14 東 京 都 世 田 谷 区 83.2 東 京 都 武 蔵 野 市 88.7

 15 東 京 都 武 蔵 野 市 83.2 沖 縄 県 中 頭 郡 北 中 城 村 88.7

 16 長 野 県 伊 那 市 83.2 神 奈 川 県 横 浜 市 都 筑 区 88.7

 17 宮 城 県 仙 台 市 泉 区 83.2 熊 本 県 宇 土 市 88.7

 18 長 野 県 下 伊 那 郡 松 川 町 83.2 京 都 府 京 都 市 左 京 区 88.7

 19 長 野 県 木 曽 郡 南 木 曽 町 83.2 沖 縄 県 豊 見 城 市 88.7

 20 長 野 県 上 高 井 郡 小 布 施 町 83.1 熊 本 県 熊 本 市 南 区 88.7

 21 長 野 県 長 野 市 83.1 奈 良 県 香 芝 市 88.7

 22 京 都 府 相 楽 郡 精 華 町 83.1 広 島 県 広 島 市 安 芸 区 88.7

 23 長 野 県 飯 田 市 83.1 熊 本 県 合 志 市 88.6

 24 奈 良 県 香 芝 市 83.1 長 野 県 東 筑 摩 郡 朝 日 村 88.6

 25 長 野 県 上 伊 那 郡 中 川 村 83.1 神 奈 川 県 川 崎 市 高 津 区 88.6

 26 熊 本 県 菊 池 郡 菊 陽 町 83.1 長 野 県 大 町 市 88.6

 27 長 野 県 岡 谷 市 83.1 熊 本 県 菊 池 郡 菊 陽 町 88.6

 28 神 奈 川 県 横 浜 市 金 沢 区 83.1 東 京 都 渋 谷 区 88.6

 29 東 京 都 国 分 寺 市 83.1 熊 本 県 下 益 城 郡 美 里 町 88.6

 30 神 奈 川 県 横 浜 市 港 北 区 83.1 長 野 県 上 伊 那 郡 中 川 村 88.6

 31 大 阪 府 吹 田 市 83.1 広 島 県 広 島 市 南 区 88.6

 32 滋 賀 県 大 津 市 83.1 広 島 県 庄 原 市 88.6

 33 奈 良 県 生 駒 郡 斑 鳩 町 83.0 兵 庫 県 神 戸 市 東 灘 区 88.6

 34 長 野 県 上 伊 那 郡 箕 輪 町 83.0 広 島 県 安 芸高 田市 88.6

 35 兵 庫 県 芦 屋 市 83.0 京 都 府 長 岡 京 市 88.6

 36 東 京 都 稲 城 市 83.0 岡 山 県 小 田 郡 矢 掛 町 88.6

 37 京 都 府 長 岡 京 市 83.0 滋 賀 県 蒲 生 郡 日 野 町 88.6

 38 広 島 県 広 島 市 安 佐 南 区 83.0 石 川 県 白 山 市 88.6

 39 滋 賀 県 蒲 生 郡 日 野 町 83.0 東 京 都 杉 並 区 88.6

 40 神 奈 川 県 逗 子 市 83.0 鳥 取 県 八 頭 郡 智 頭 町 88.6

 41 東 京 都 渋 谷 区 83.0 岡 山 県 岡 山 市 中 区 88.6

 42 神 奈 川 県 横 浜 市 栄 区 83.0 東 京 都 調 布 市 88.6

 43 東 京 都 目 黒 区 83.0 島 根 県 仁 多 郡 奥 出 雲 町 88.6

 44 長 野 県 茅 野 市 83.0 京 都 府 京 都 市 西 京 区 88.6

 45 長 野 県 上 伊 那 郡 南 箕 輪 村 83.0 広 島 県 廿 日 市 市 88.5

 46 京 都 府 京 都 市 左 京 区 83.0 岡 山 県 総 社 市 88.5

 47 神 奈 川 県 藤 沢 市 83.0 長 野 県 北 安 曇 郡 松 川 村 88.5

 48 滋 賀 県 野 洲 市 83.0 京 都 府 京 田 辺 市 88.5

 49 長 野 県 下 伊 那 郡 喬 木 村 83.0 東 京 都 三 鷹 市 88.5

 50 神 奈 川 県 横 浜 市 戸 塚 区 83.0 広 島 県 広 島 市 佐 伯 区 88.5

順位
男 女

市区町村 市区町村

21



イ 健康寿命 

  平均寿命が「生まれてから亡くなるまでの期間」であるのに対し、健康寿命とは、その内

「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」のことです。日常生活の

制限には、日常生活動作や外出に加え、仕事、家事、学業、運動等も含まれます。 

  厚生労働省研究班が公開している「健康寿命算定プログラム」を用いて、横浜市独自に健

康寿命と平均寿命を算出しています。全国の健康寿命は厚生労働省が公表しているものです。 

  健康寿命は平成 22 年（2010 年）から令和元年（2019 年）の９年間で、男性 1.67 年、女性

0.87 年延びています。（表 2-2-4、図 2-2-2） 

  しかし、健康寿命の延伸とともに平均寿命も着実に延び、健康日本 21（第二次）によって

定められた目標「平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加」については、健康寿命の増加

分の方が男性 0.07 年、女性 0.13 年下回り、目標に達するには至りませんでした。 

平成 22 年（2010 年）から令和元年（2019 年）の健康寿命の延びは、全国（男性 2.26 年、

女性 1.76 年）と比べて、男性 0.59 年、女性 0.89 年短く、特に女性の延びが鈍化していま

す。（図 2-2-3） 

 

表 2-2-4 健康寿命と平均寿命の推移 

[単位：年] 
平成 22 年 
2010 年 

平成 25 年 
2013 年 

平成 28 年 
2016 年 

令和元年 
2019 年 

平成 22 年と 
令和元年の差 

平均寿命の 
増加分との差 

健康寿命 男 70.93 71.14 71.52 72.60 +1.67 -0.07 

女 74.14 75.30 74.48 75.01 +0.87 -0.13 

平均寿命 男 80.29 80.89 81.37 82.03 +1.74 － 

女 86.79 86.97 87.04 87.79 +1.00 － 

健康寿命 

（全国） 

男 70.42 71.19 72.14 72.68 +2.26 +0.40 

女 73.62 74.21 74.79 75.38 +1.76 +0.61 

 注）ゴシック体は、国が算出した値。その他の明朝体は、横浜市が厚生労働省研究班「健康寿命算定
プログラム」を用いて算出した値。平均寿命は、厚労省が５年に一度発表する「市区町村別の平均
寿命」とは算出方法が異なるため一致しない。なお、厚生労働省研究班でも横浜市を含め大都市の
健康寿命を算出しているが、ここでは使用していない。 

 

＜健康寿命の算出方法＞ 

３年に一度の国民生活基礎調査の大規模調査年に行われる健康票の調査結果と、その年の

人口及び死亡数を基礎情報とします。①国民生活基礎調査から横浜市の性・年齢階級別の日常

生活に制限のない者の割合を得た上で、②生命表（ある期間における死亡状況（年齢別死亡率）

が今後変化しないと仮定したときに、各年齢の者が 1 年以内に死亡する確率や平均してあと

何年生きられるかという期待値などを死亡率や平均余命などの指標（生命関数）によって表し

たもの）を用いて、横浜市の定常人口と生存数を得ます。③性・年齢階級ごとに、定常人口に

日常生活に制限のない者の割合を乗じることにより、日常生活に制限のない定常人口を求め、

④次に、その年齢階級の合計を生存数で除すことにより、「日常生活に制限のない期間の平均」

を得ます。 

＜「日常生活に制限がない者」とは＞ 

国民生活基礎調査（健康票）において、「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影

響がありますか」の問に対する回答「ある」「ない」のうち「ない」を回答した者です。  
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図 2-2-2 健康寿命の推移 

図 2-2-3 全国と横浜市の健康寿命の延び 
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ウ 健康寿命の延伸に向けた分析

健康寿命は「健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間」を示してい

るため、どのような傷病（病気やけが）が日常生活の制限を生じさせているのかを分析し、

健康寿命の延伸に向けた効果的な対策について検討しました（横浜市との包括連携協定及び

覚書に基づく、横浜市立大学大学院データサイエンス研究科ヘルスデータサイエンス専攻に

よる分析。以下「市立大学による分析」という。）。 

  令和元年（2019 年）の国民生活基礎調査から 20 歳以上の市民 3,668 人のデータを用い

て、日常生活の制限の有無と、病院や診療所等に通っている場合の傷病名の関連を調べまし

た。その傷病を有する人が存在しなくなった場合に、「日常生活の制限あり」の人数が何％

減少するのか（人口寄与割合：PAF）を年代別に推定しました。 

対象とした 36 種類の傷病のうち、統計学的に意味があったのは 28 種類で、その中でも腰

痛症（40 歳以上）、高血圧症（60-74 歳）、眼の病気（75 歳以上）、うつ病やその他のこころ

の病気（20-59 歳）に関する対策が、健康寿命の延伸に効果的である可能性が示唆されまし

た（PAF：10％以上）。その他、20～59 歳の働き・子育て世代について、生活習慣との関連

が大きい傷病では、歯の病気、脂質異常症、肩こり症への対策も効果的である可能性が示唆

されました（PAF：５％以上 10％未満）。（図 2-2-4） 

図 2-2-4 傷病の日常生活制限に対する人口寄与割合（令和元年（2019 年）） 

作成：横浜市立大学 
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（２）区別に見る平均自立期間 
＜区別に見る平均自立期間＞の要点 

・平均自立期間を区別に見ると、男女共に市平均よりも有意に長い区（青葉、都筑、戸塚、栄区）

と有意に短い区（鶴見、中、南区）があります。この 10 年の延びについては、平均自立期間が比

較的短い区で延びが大きくなっており、区間差は縮小傾向にあります。 

・横浜市全体の平均自立期間は、この 10 年間で男女共に延びていますが、女性については、延び

が減少となっている区もあります。 

区ごとの健康寿命の算出は、国民生活基礎調査の調査対象者数が少なく困難です。そのため、

健康寿命の補完的指標とされ、かつ区ごとの算出が可能な「平均自立期間」を横浜市独自に参

考値として算出しています。 

平均自立期間とは「日常生活に介護を要しない期間の平均」を指します。ここでは、介護保

険法の要介護認定における１号被保険者（65 歳以上）の「要介護２～要介護５」を、介護を要

する状態としました。 

ただし、介護保険制度の変更による影響を受けやすく、実際の健康状態の変動とともに、算

出上の誤差が発生するため、他集団との比較よりも同集団の経年変化に着目し、誤差の影響を

ならすために３年間の移動平均値を用いる姿勢が適切とされています。同じ算出プログラムを

用いて、市独自に「平均寿命」も算出できますが、厚労省が５年に一度発表する「市区町村別

の平均寿命」とは算出方法が異なり、一致しないことを理解して利用する必要があります。 

健康寿命が６歳以上の調査対象者の主観としての日常生活上の制限を捉えていることに対し、

平均自立期間は 65 歳以上の介護保険の要介護認定を利用していることが相違です。 

令和３年（2021 年）の横浜市民の平均自立期間は、男性 80.25 年、女性 84.16 年です。平成

23 年（2011 年）から令和３年（2021 年）について、３年間の移動平均値で見る延びは、男性

1.24 年、女性 0.83 年となっています。（表 2-2-5、図 2-2-5） 

令和３年（2021 年）の区別の平均自立期間と横浜市の値について、有意差検定（有意とは、

偶然ではなく、統計学的に意味があること）を行ったところ、横浜市の値よりも有意に長い区

と有意に短い区があり、男女でその区の傾向は似ています。平均寿命の長い区は平均自立期間

も長い傾向が見受けられます。ただし、平均自立期間が最長の区と最短の区の差は縮小傾向に

あります。（表 2-2-6、図 2-2-6、図 2-2-7） 

 

表 2-2-5 平均自立期間の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R01年 R02年 R03年

2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

横浜市（男性） 78.51 78.67 79.10 79.29 79.77 79.61 79.18 79.45 79.73 80.02 80.25 1.74

３年間の
移動平均値

－ 78.76 79.02 79.39 79.55 79.52 79.41 79.45 79.73 80.00 - 1.24

横浜市（女性） 82.56 82.92 83.11 83.20 83.61 83.31 82.92 83.00 83.36 83.58 84.16 1.60

３年間の
移動平均値

－ 82.86 83.08 83.30 83.37 83.28 83.07 83.09 83.31 83.70 - 0.83

平均自立期間
（年）

延び
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  図 2-2-5 平均自立期間の推移（※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている） 

表 2-2-6 行政区別の平均自立期間 横浜市との比較 有意差検定

 

 

 

比較検定方法 判定 

「区の値 ＜ 横浜市の値」 かつ 「区の値の信頼区間上限値 ＜ 横浜市の値」= 有意に短い 

「区の値 ＜ 横浜市の値」 かつ 「区の値の信頼区間上限値 ≧ 横浜市の値」= 短いが有意ではない 

「区の値 ＞ 横浜市の値」 かつ 「区の値の信頼区間下限値 ≦ 横浜市の値」= 長いが有意ではない 

「区の値 ＞ 横浜市の値」 かつ 「区の値の信頼区間下限値 ＞ 横浜市の値」= 有意に長い 

平均自立期間 平均寿命
※平均自立期間
横浜市との比較

平均自立期間 平均寿命
※平均自立期間
横浜市との比較

横浜市 80.25 81.97 － 84.16 87.71 －

鶴見 79.25 81.12 有意に短い 82.81 86.62 有意に短い

神奈川 80.06 81.85 短いが有意ではない 84.19 87.89 長いが有意ではない

西 79.03 80.69 有意に短い 83.40 86.99 短いが有意ではない

中 76.03 77.98 有意に短い 82.39 86.12 有意に短い

南 78.11 79.85 有意に短い 82.86 86.67 有意に短い

港南 80.75 82.64 長いが有意ではない 84.42 88.14 長いが有意ではない

保土ケ谷 79.03 80.81 有意に短い 83.71 87.34 短いが有意ではない

旭 80.04 81.71 短いが有意ではない 84.11 87.50 短いが有意ではない

磯子 80.56 82.30 長いが有意ではない 83.80 87.24 短いが有意ではない

金沢 81.34 82.92 有意に長い 84.40 87.76 長いが有意ではない

港北 80.71 82.47 長いが有意ではない 84.27 87.94 長いが有意ではない

緑 80.51 82.07 長いが有意ではない 84.93 88.21 有意に長い

青葉 82.26 83.85 有意に長い 85.10 88.36 有意に長い

都筑 82.08 83.85 有意に長い 85.81 89.41 有意に長い

戸塚 81.02 82.63 有意に長い 84.85 88.21 有意に長い

栄 81.76 83.26 有意に長い 85.75 89.40 有意に長い

泉 81.02 82.79 有意に長い 83.94 87.44 短いが有意ではない

瀬谷 78.96 80.60 有意に短い 83.61 87.38 短いが有意ではない

令和３年
(2021)

男 女
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図 2-2-6 令和３年（2021 年）の平均自立期間について、横浜市と各区を比較検定した結果を 

地図上に示した（「有意」とは、「偶然ではなく、統計学的に意味がある」ということ）

図 2-2-7 平均自立期間の行政区間差を、平均自立期間が最長の区と最短の区の差を示した 

※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている。

平成 23 年（2011 年）から令和３年（2021 年）の平均自立期間の延びについて、延びが長い

区は、男性で鶴見、中、磯子、泉、金沢区、女性で戸塚、南、鶴見、瀬谷、旭区の順となってい

ます。一方、女性の磯子区は延びがマイナス（減少）になっています。介護が必要な人が着実に

介護保険制度につながった結果とも捉えられますが、女性の健康寿命の延びの鈍化と合わせて、

今後の動向に留意していく必要があります。（図 2-2-8） 

有意に短い

長いが有意ではない

有意に長い

短いが有意ではない

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区
緑区

神奈川区
旭区

保土ケ谷区 西区

中区

泉区

戸塚区

港南区

磯子区

金沢区

栄区

瀬
谷
区

南区

男性：令和３年

平均自立期間

横浜市の値との比較

有意に短い

長いが有意ではない

有意に長い

短いが有意ではない

青葉区

都筑区
港北区

鶴見区
緑区

神奈川区
旭区

保土ケ谷区 西区

中区

泉区

戸塚区

港南区

磯子区

金沢区

栄区

瀬
谷
区

南区

女性：令和３年

平均自立期間

横浜市の値との比較
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図 2-2-8 平成 23 年から令和３年の平均自立期間の延びについて、延びが長い区の順に示した 

※誤差の影響をならすために３年間の移動平均値を用いている。
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（３）死因別死亡数と死亡率の状況 
＜死因別死亡数と死亡率の状況＞の要点 

・悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の３つの疾患で死亡数の半数を占め、悪性新生物と心疾患の死

亡数は増え続けています。ただし、働き世代の生活習慣病による早世は減少しています。 

・全国と比較して有意に高い死因は、男性では悪性新生物の結腸、急性心筋梗塞、肝疾患等、女性

では悪性新生物（部位別では乳房）、慢性閉塞性肺疾患等となっています。 

・区別に見ると、男女共に鶴見、西、中、南区などで有意に高い死因が多くなっています。 

  ア 主要死因 

令和３年（2021 年）は横浜市民 35,921 人が死亡していました。この死亡総数に占める構

成比を主な死因別に見ると、第１位の「悪性新生物」が全体の 27.7％を占め、第２位の「心

疾患」（14.6％）、第３位の「老衰」（13.8％）、第４位の「脳血管疾患」（6.4％）と続き、こ

のうち「老衰」を除いた３つの疾患による死因で 48.7％を占めています。次いで「肺炎」「誤

嚥性肺炎」「不慮の事故」「肝疾患」と続きます。（図 2-2-9） 

死亡数の推移を見ると、「悪性新生物」「心疾患」「老衰」「誤嚥性肺炎」は増加傾向、「脳血

管疾患」「肺炎」はやや減少傾向です。（図 2-2-10） 

 

図 2-2-9 死亡の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-10 死亡数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 誤嚥性肺炎について 

平成 29 年（2017 年）より

死因順位に用いる分類項目

として、「誤嚥性肺炎」が追加

されています。 

順位 死因 人 ％
1 悪性新生物＜腫瘍＞　　　　　　 9,950 27.7%
2 心疾患（高血圧性を除く） 5,261 14.6%
3 老衰　　　　　　 4,942 13.8%
4 脳血管疾患　　　　　　 2,285 6.4%
5 肺炎　　　　　　 1,372 3.8%
6 誤嚥性肺炎※ 1,316 3.7%
7 不慮の事故　　　　　　 1,146 3.2%
8 肝疾患　　　　　　 610 1.7%
9 腎不全　　　　　　 590 1.6%
10 自殺　　　　　　 574 1.6%

その他 7,875 21.9%
合計 35,921 100.0%

1+2+4 三疾患合計（再掲） 17,496 48.7%

死亡の構成比：令和３年（2021年）

1 悪性新生物＜腫瘍＞
27.7%

2 心疾患（高血圧性を
除く）
14.6%

3 老衰
13.8%

4 脳血管疾患
6.4%

5 肺炎
3.8%6 誤嚥性肺炎※

3.7%

7 不慮の事
故

3.2%

8 肝疾患
1.7%

9 腎不全
1.6%

10 自殺
1.6%

その他21.9%

死亡の構成比：令和３年（2021年）
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（参考）新型コロナウイルス感染症による死亡数 

 厚生労働省が公表した人口動態統計によると、令和３年（2021 年）は、本市で 552 人となって

おり、腎不全（590 人）、自殺（574 人）に迫る死亡数となっています。 

令和２年（2020 年） 令和３年（2021 年） 

全死因 新型コロナ 全死因 新型コロナ 

全国 1,372,755 3,466 1,439,856 16,784 

横浜市 33,619 147 35,921 552 

注）年齢不明、性別不明を含む総数 

イ 働き世代の主要死因（生活習慣病による早世）

「心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患に関する若年（30～69 歳）死亡率を、

予防や治療を通じて減少させること」は、持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable 

Development Goals）における 2030 年までの国際的な目標となっています。 

本市においても、このような生活習慣病（NCDs 非感染性疾患）による早世を減らすことは

重要と考え、30～69 歳の横浜市民の死因について、急性心筋梗塞や脳血管疾患等の循環器系

の疾患、悪性新生物、糖尿病、慢性閉塞性肺疾患等の呼吸器系の疾患の合計について独自算

出しています。 

粗死亡率（人口 10 万人あたりの死亡者数）の推移は、男女合計では平成 27 年（2015 年）

の 203.7 から令和３年（2021 年）の 175.3 へ、男性では 260.4 から 223.0 へ、女性では 144.6

から 125.4 へとそれぞれ減少しています。 

年齢調整死亡率（※）の推移を見ても、男女合計では、平成 27 年（2015 年）の 238.7 か

ら令和３年（2021 年）の 207.4 へ、男性では 313.5 から 270.4 へ、女性では 164.4 から 143.4

へとそれぞれ減少しています。死亡数も年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況も改善して

きていると考えられます。令和３年（2021 年）時点では、男性は全国より下回っていますが、

女性はわずかに上回っていることに留意が必要です。（図 2-2-11） 

図 2-2-11 生活習慣病による早世（30～69 歳年齢調整死亡率） 
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※年齢調整死亡率とは

悪性新生物や心疾患、脳血管疾患等は、高齢になればなるほど罹患する確率が高くなるため、

高齢化が進むと死亡率は増える傾向にあります。そのため、人口構成が異なる地域間での比較

や、同じ地域でも人口構成が異なる年での比較は単純には行えません。そこで、高齢化等の年

齢構成の影響を取り除いて、それぞれの疾患の死亡率を比較するために使用されるのが、年齢

調整死亡率で、基準人口の年齢構成と同様としたときの死亡率を算出したものです。基準人口

には、平成 27 年（かつては昭和 60 年を使用）の全国人口の年齢構成に基づくモデル人口を使

用します。単位は人口 10 万人あたりの死亡数です。横浜市健康福祉局健康推進課による独自

算出では、全国及び横浜市の人口には、全国の年齢調整死亡率の算出が同時点で可能となるこ

とや、年齢不詳の人数が少なく年代別の分析に誤差が生じにくいといった点を考慮して、総務

省が公表する当年１月１日現在の全国及び横浜市の住民基本台帳人口を用いました。 

 また、悪性新生物については特に、壮年期死亡を高い精度で評価するために「75 歳未満年齢

調整死亡率」が一般的に用いられることを受けて、他の疾患でもそれを中心に分析しています。 

ウ 区別に見る主要死因の標準化死亡比

平成 28 年（2016 年）から令和２年（2020 年）までの期間の全国の年齢調整死亡率を１と

した時の、横浜市全体及び各区の死亡の状況を比較しました（横浜市衛生研究所による独自

算出）（※標準化死亡比：SMR）。（表 2-2-7） 

男性では、悪性新生物の結腸、急性心筋梗塞、肝疾患（ウイルス性肝炎は含まず）、老衰、

不慮の事故の死亡率が全国と比較して有意（偶然ではなく、統計学的に意味がある）に高い

状況となっています。区別に見ると、鶴見、西、中、南区で有意に高い死因が多くなってい

ます。中と南の男性の肝疾患だけが、2.0 を超えています。令和３年（2021 年）の肝疾患に

よる横浜市男性の死亡は 444 人、このうち中区が 46 人、南区が 44 人で、この２区で 20.3％

を占めています。一方、金沢、港北、緑、青葉、都筑、戸塚、栄、泉区は老衰のみが有意に高

いか、有意に高いものがなく、全死因は有意に低くなっています。 

 女性では、悪性新生物（部位別では乳房）、慢性閉塞性肺疾患、老衰、不慮の事故の死亡率

が全国と比較して有意に高い状況となっています。特に、悪性新生物の乳房については、区

別に見ても有意に高い区が 12 区あり、有意に低い区はない状況です。また、不慮の事故につ

いては、有意に高い区が 13 区あり、有意に低い区はない状況です。令和３年（2021 年）の不

慮の事故による横浜市女性の死亡は 492 人で、このうち不慮の溺死及び溺水が 209 人おり、

その 94.7％にあたる 198 人が 65 歳以上となっています。11 月～３月に不慮の溺死及び溺水

が多いことも特徴です。男性と同様に、鶴見、西、中、南区などで有意に高い死因が多くな

っています。また、旭、青葉、栄区のように全死因は有意に低くても、悪性新生物の乳房は

有意に高い状況の区があります。都筑区は有意に高いものがなく、泉区は老衰のみが有意に

高くなっています。 

※標準化死亡比（SMR：Standardized Mortality Ratio）とは

死亡率は通常、年齢によって大きな違いがあることから、異なった年齢構成をもつ地域の死亡

率同士をそのまま比較することはできません。比較を可能にするためには 標準的な年齢構成に

合わせて、地域別の年齢階級別の死亡率を算出して比較する必要があります。 

 標準化死亡比は、全国の死亡率（人口 10 万対の死亡数）を対象地域に当てはめて計算した死

亡数と、実際に観察された死亡数とを比較するものです。標準化死亡比が１より大きい場合は全

国平均より死亡率が高いと判断され、１より小さい場合は死亡率が低いと判断されます。それが

有意（偶然ではなく、統計学的に意味があるということ）に高いか低いかを判定することも可能

です。 
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表 2-2-7 行政区別に見る主要死因の標準化死亡比（平成 28 年（2016 年）から令和２年（2020 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【男性】 悪性新生物 心疾患 不慮の事故

区名 胃 結腸 直腸 肺 乳房※ 子宮
急性
心筋
梗塞

交通
事故

鶴見 1.115 1.089 0.972 1.230 1.040 1.124 - - 1.163 0.971 1.259 1.474 1.596 1.186 0.753 0.861

神奈川 1.024 1.015 0.988 1.122 1.033 1.030 - - 1.153 0.944 0.993 1.583 1.212 1.098 0.528 0.855

西 1.094 1.037 1.023 1.141 1.016 0.971 - - 1.240 0.924 0.958 1.525 1.633 1.086 0.268 0.859

中 1.286 1.151 1.072 1.203 1.223 1.110 - - 1.792 1.291 1.194 3.901 1.387 1.448 0.795 1.259

南 1.155 1.124 1.096 1.186 0.989 1.076 - - 1.814 1.156 1.052 2.549 1.452 1.163 0.668 0.963

港南 0.960 0.963 0.952 1.036 1.015 0.883 - - 1.362 0.938 0.937 1.079 1.396 1.105 0.676 0.767

保土ケ谷 1.020 1.032 1.089 1.103 1.013 1.031 - - 1.226 1.005 0.924 1.277 1.511 1.101 0.671 0.761

旭 0.973 0.951 0.935 1.058 1.032 0.915 - - 1.083 0.895 0.927 1.251 1.601 1.045 0.536 0.848

磯子 1.022 1.040 1.014 1.056 0.925 0.989 - - 1.198 0.905 0.983 1.054 1.513 1.132 1.058 0.817

金沢 0.931 0.977 0.955 0.977 0.987 0.902 - - 0.856 0.795 0.876 1.004 1.284 0.883 0.607 0.775

港北 0.900 0.921 0.867 0.972 1.016 0.919 - - 0.950 0.817 0.881 1.023 1.147 0.978 0.412 0.737

緑 0.899 0.934 1.029 1.094 0.787 0.843 - - 0.842 0.835 0.865 0.951 1.387 0.989 0.785 0.682

青葉 0.788 0.869 0.910 0.975 0.927 0.790 - - 0.667 0.670 0.594 0.799 1.287 0.805 0.510 0.683

都筑 0.844 0.958 0.949 1.028 0.974 0.908 - - 0.823 0.758 0.790 0.786 1.121 1.039 0.704 0.741

戸塚 0.929 0.966 0.892 0.986 0.971 0.937 - - 0.919 0.856 0.819 0.994 1.302 1.005 0.604 0.781

栄 0.910 0.911 0.994 0.989 0.914 0.790 - - 0.958 0.821 0.868 1.068 1.552 0.953 0.632 0.860

泉 0.931 0.954 0.983 1.029 0.991 0.865 - - 0.775 0.910 0.891 1.139 1.344 1.039 0.265 0.761

瀬谷 1.018 1.013 1.079 1.066 1.095 0.983 - - 1.228 0.893 1.022 1.014 1.381 1.058 0.920 0.865

横浜市 0.978 0.988 0.977 1.063 0.996 0.946 - - 1.094 0.901 0.924 1.322 1.383 1.050 0.624 0.814

【参考】

死亡者数

（令和３年）
18,942 5,787 685 489 252 1,298 - - 404 1,188 311 444 1,464 654 39 373

※男性の「悪性新生物・乳房」は死亡者数が少数のため掲載していない。

【女性】 悪性新生物 心疾患 不慮の事故

区名 胃 結腸 直腸 肺 乳房 子宮
急性
心筋
梗塞

交通
事故

鶴見 1.158 1.134 0.926 1.049 1.129 1.180 1.266 0.966 0.768 1.023 1.665 1.132 1.539 1.532 0.823 1.023

神奈川 1.057 1.049 0.995 1.063 0.991 1.051 1.110 0.990 0.785 0.906 2.078 1.150 1.354 1.306 0.438 0.869

西 1.198 1.103 1.064 1.060 1.097 0.993 1.317 0.983 0.749 1.088 1.336 1.126 1.836 1.440 0.958 1.114

中 1.121 1.162 1.041 1.047 1.138 1.102 1.325 0.968 1.091 0.963 1.674 1.378 1.442 1.486 0.529 1.123

南 1.193 1.151 1.137 1.018 0.996 1.322 1.157 0.992 1.552 1.136 1.320 1.267 1.692 1.411 0.562 1.150

港南 1.020 1.044 0.951 1.025 0.930 1.083 1.140 1.000 1.000 0.935 1.119 1.036 1.599 1.353 0.608 0.966

保土ケ谷 1.029 1.057 0.988 1.031 0.931 1.065 1.233 0.916 0.790 0.977 1.414 1.063 1.476 1.211 0.450 0.886

旭 0.951 0.973 0.897 1.043 0.964 0.930 1.168 0.952 0.688 0.818 1.294 0.988 1.376 1.132 0.415 1.053

磯子 1.031 1.052 0.914 0.994 1.018 1.048 1.164 0.989 0.833 0.922 1.750 1.225 1.372 1.419 0.435 0.991

金沢 1.031 1.020 0.929 1.047 1.000 0.989 1.152 0.983 0.724 0.874 0.960 0.861 1.527 1.254 0.489 1.071

港北 0.986 0.984 0.904 0.987 0.956 0.934 1.172 0.966 0.782 0.848 1.065 1.002 1.314 1.210 0.738 0.850

緑 0.896 0.965 0.907 0.958 1.134 1.015 1.145 0.989 0.635 0.698 0.908 0.970 1.101 1.240 0.686 1.049

青葉 0.875 0.937 0.836 0.953 0.940 0.923 1.147 0.904 0.508 0.677 0.917 0.807 1.312 1.063 0.550 0.896

都筑 0.823 0.964 0.866 0.979 1.001 1.029 1.130 0.894 0.602 0.676 1.109 0.905 1.057 0.964 0.169 0.812

戸塚 0.960 0.954 0.880 0.978 0.975 0.970 1.035 0.939 0.778 0.951 1.906 1.038 1.234 1.156 0.386 0.974

栄 0.947 0.953 0.895 1.013 0.895 1.031 1.187 1.019 0.680 0.802 1.138 0.858 1.520 1.139 0.268 1.041

泉 0.910 0.938 0.975 0.979 1.001 0.941 1.068 0.932 0.549 0.856 0.804 0.990 1.260 0.971 0.599 0.876

瀬谷 1.027 1.056 0.924 1.130 0.991 1.084 1.327 0.841 0.838 0.974 1.116 0.877 1.387 1.243 0.819 1.000

横浜市 1.002 1.021 0.938 1.016 0.997 1.032 1.168 0.956 0.791 0.886 1.315 1.030 1.385 1.240 0.543 0.972

【参考】

死亡者数

（令和３年）
16,979 4,163 344 529 135 605 494 175 180 1,097 73 166 3,478 492 17 201

有意に高い 有意に低い 横浜市衛生研究所が算出・作成したものを改編

全死因
脳血管
疾患

慢性
閉塞性
肺疾患

肝疾患 老衰 自殺

全死因
脳血管
疾患

慢性
閉塞性
肺疾患

肝疾患 老衰 自殺
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（４）主要死因の推移と状況 
横浜市民の主要死因である「悪性新生物」「心疾患」「脳血管疾患」のほか、主要原因は長期

の喫煙習慣である「慢性閉塞性肺疾患（COPD）」、様々な取組との連携が必要となる「自殺」に

ついて、死因の推移と状況をみていきます。 

＜主要死因の推移と状況＞の要点 

・悪性新生物の部位別死亡数は多い順に、男性では肺、大腸、胃、女性では大腸、肺、乳房となっ

ています。ただし、75 歳未満年齢調整死亡率で見ると、女性の乳房と子宮の順位が上がり、他の

部位に比べて早世していることがわかります。 

・75 歳未満又は全年代の年齢調整死亡率について、全国値より上回って推移していたり、今後の増

加傾向の可能性に留意が必要となるのは、男女の虚血性心疾患、慢性閉塞性肺疾患（COPD）、女性

の肺がん、乳がん、子宮がん及び自殺と考えられます。 

ア 悪性新生物 

悪性新生物は死因の第１位であり、令和３年（2021 年）の死亡数は 9,950 人（男性 5,787

人、女性 4,163 人）、死因順位は昭和 55 年（1980 年）以降、第１位となっています。 

75 歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成 27

年（2015 年）の 180.7 から令和３年（2021 年）の 152.5 へ、女性では 104.5 から 93.5 へと

それぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考え

られます。令和３年（2021 年）時点では、男性は全国より下回っていますが、女性はわずか

に上回っていることに留意が必要です。（図 2-2-12） 

 

図 2-2-12 悪性新生物の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部位別悪性新生物の死亡数は、多い順に、男性では①肺、②大腸、③胃、④膵、⑤肝とな

っており、女性では①大腸、②肺、③乳房、④膵、⑤胃となっています。（表 2-2-8） 

一方、75 歳未満年齢調整死亡率で見ると、高い順に、男性が①肺、②大腸、③膵、④胃、

⑤肝となっており、死亡数との大幅な順位の入れ替えはありません。女性については①乳、

②大腸、③肺、④膵、⑤子宮となっており、乳がんや子宮がんは 75 歳未満で亡くなる方の多

いことが反映されてきます。（表 2-2-9） 
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表 2-2-8 部位別悪性新生物死亡数（令和３年（2021 年）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-2-9 部位別悪性新生物 75 歳未満年齢調整死亡率（令和３年（2021 年）） 

 

 

 

 

 

 

(ア) 胃の悪性新生物 

 令和３年（2021 年）の死亡数は 1,029 人（男性 685 人、女性 344 人）でした。75 歳未満

年齢調整死亡率の推移は、男性では平成 27 年（2015 年）の 22.8 から令和３年（2021 年）

の 16.1 へ、女性では 8.6 から 5.0 へとそれぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除

いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。令和３年（2021 年）時点では男女共

に全国よりも下回っています。（図 2-2-13） 

 

(イ) 肺（気管、気管支を含む）の悪性新生物 

令和３年（2021 年）の死亡数は 1,836 人（男性 1,322 人、女性 605 人）でした。75 歳未

満年齢調整死亡率の推移は、男性では平成 27 年（2015 年）の 27.0 から令和３年（2021 年）

の 22.1 へ、女性では 12.6 から 10.8 へとそれぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り

除いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。令和３年（2021 年）時点では男女

共に全国よりも下回っていますが、女性については、それ以前は全国よりも上回っている

年が多く留意が必要です。（図 2-2-14） 

 

(ウ) 大腸の悪性新生物 

令和３年（2021 年）の大腸がん（結腸がんと直腸がんの合計）の死亡数は 1,405 人（男

性 741 人、女性 664 人）でした。75 歳未満年齢調整死亡率の推移は、男性では平成 27 年

（2015 年）の 25.3 から令和３年（2021 年）の 19.9 へ、女性では 15.4 から 13.5 へとそれ

ぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えら

れます。令和３年（2021 年）時点では、男性は全国より下回っていますが、女性はわずか

に上回っていることに留意が必要です。（図 2-2-15） 

男性 女性

1位 肺 33.8 乳房 17.3
2位 大腸 19.9 大腸 13.5
3位 膵 17.3 肺 10.8
4位 胃 16.1 膵 9.7
5位 肝 11.7 子宮 6.7

男性 女性 合計

1位 肺 1,298 大腸 664 肺 1,903

2位 大腸 741 肺 605 大腸 1,405

3位 胃 685 乳房 494 胃 1,029

4位 膵 518 膵 488 膵 1,006

5位 肝 393 胃 344 肝 570

6位 前立腺 367 胆のう 202 乳房 500

7位 悪性リンパ腫 244 肝 177 胆のう 442

8位 胆のう 240 子宮 175 悪性リンパ腫 395

9位 膀胱 147 悪性リンパ腫 151 前立腺 367

10位 白血病 135 卵巣 129 白血病 221
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図 2-2-13 胃の悪性新生物の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-14 肺の悪性新生物の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-15 大腸の悪性新生物の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 
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(エ) 乳房の悪性新生物 

令和３年（2021 年）の死亡数は 500 人（男性６人、女性 494 人）でした。75 歳未満年齢

調整死亡率の推移は、女性では平成 27 年（2015 年）の 18.4 から令和３年（2021 年）の

17.3 へと減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考

えられますが、全国よりも上回っている状態で推移していることに留意が必要です。（図 2-

2-16） 

 

(オ) 子宮の悪性新生物 

令和３年（2021 年）の死亡数は 175 人でした。75 歳未満年齢調整死亡率の推移は、平成

27 年（2015 年）の 7.8 から令和３年（2021 年）の 6.7 へと減少しており、年齢構成の影

響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられます。ただし、平成 28 年（2016

年）の 5.4 と比較すると増加傾向にあり留意が必要です。令和３年（2021 年）時点では全

国よりも下回っています。（図 2-2-16） 

 

図 2-2-16 乳房と子宮の悪性新生物の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 心疾患 

心疾患（高血圧性を除く）は死因の第２位であり、令和３年（2021 年）の死亡数は 5,261

人（男性 2,856 人、女性 2,405 人）、死因順位は平成 12 年（2000 年）以降、第２位となって

います。75 歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）は、男性では平成 27

年（2015 年）の 61.7 から令和３年（2021 年）の 68.5 へと増加、女性でも 17.5 から 19.8 へ

と増加し、男女共に全国より上回って推移しています。 

さらに、心疾患のうち、突然死のリスクがある急性心筋梗塞を含む虚血性心疾患のみを見

てみると、男性では平成 27 年（2015 年）の 26.4 から令和３年（2021 年）の 29.8 へ、女性

では 4.5 から 6.3 へとそれぞれ増加しています。特に、令和に入るあたりから増加傾向にあ

り、心疾患全体の状況も踏まえると、今後の状況に留意していく必要があります。男女共に

全国よりは下回って推移しています。（図 2-2-17） 
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図 2-2-17 虚血性心疾患の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 脳血管疾患 

脳血管疾患は死因の第４位であり、令和３年（2021 年）の死亡数は 2,285 人（男性 1,188

人、女性 1,097 人）、死因順位は平成 12 年（2000 年）に心疾患に抜かれて第３位となって以

降、第４位の肺炎とほぼ同数の死亡者数のまま、共にゆるやかな減少傾向で推移し、平成 28

年（2016 年）に老衰に抜かれて第４位となっています。 

75 歳未満年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成 27

年（2015 年）の 31.9 から令和３年（2021 年）の 24.8 へ、女性では 11.7 から 10.5 へとそれ

ぞれ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられ

ます。令和３年（2021 年）時点では男女共に全国よりも下回っています。（図 2-2-18） 

 

図 2-2-18 脳血管疾患の 75 歳未満年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 慢性閉塞性肺疾患（COPD） 

慢性閉塞性肺疾患の令和３年（2021 年）の死亡数は 384 人（男性 311 人、女性 73 人）で

した。 

全年代の年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成 27
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年（2015 年）の 26.2 から令和３年（2021 年）の 22.1 へ、女性では 4.8 から 3.4 へとそれぞ

れ減少しており、年齢構成の影響を取り除いた死亡の状況は改善してきていると考えられま

す。男性は全国よりも下回って推移していますが、令和３年は増加に転じています。女性に

ついては、全国よりも上回って推移していることに留意が必要です。（図 2-2-19） 

 

図 2-2-19 慢性閉塞性肺疾患の全年代の年齢調整死亡率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 自殺 

自殺は死因の第 10 位であり、令和３年（2021 年）の死亡数は 574 人（男性 373 人、女性

201 人）でした。 

全年代の年齢調整死亡率（横浜市健康福祉局による独自算出）の推移は、男性では平成 27

年（2015 年）の 20.5 から令和３年（2021 年）の 20.1 へ、女性では 10.6 のままと、大きな

変化は見られない状態です。ただし、減少傾向にあったものが令和に入り増加に転じる変化

があり、女性の令和２年(2020 年)及び令和３年（2021 年）は、平成 23 年（2011 年）の 259

人以来の 200 人超えとなっており、その動向には特に留意が必要と考えられます。令和３年

（2021 年）時点では男性は全国よりも下回り、女性は上回っています。（図 2-2-20） 

 

図 2-2-20 自殺の全年代の年齢調整死亡率の推移 
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（５）介護が必要となった原因疾患 
＜介護が必要となった原因疾患＞の要点 

・要介護となった主な原因としては、脳血管疾患の割合が最も多く、次いで、認知症、骨折・転倒

の順となっています。 

・要支援となった原因を見ると、骨折・転倒の割合が最も多く、次いで、関節疾患（膝・股関節な

ど）、高齢による衰弱、脳血管疾患と続いています。 

令和４年度（2022 年度）の市高齢者実態調査によると、要介護と認定された人のうち、介護

が必要となった主な原因は、脳血管疾患（脳出血、脳梗塞など）が 16.6％と最も多く、認知症

15.0％、骨折・転倒 13.4％、高齢による衰弱 8.0％と続いています。がん（悪性新生物）は 2.9％、

呼吸器疾患（肺気腫、肺炎等）は 1.6％、糖尿病は 1.9％となっています。（図 2-2-21） 

 さらに、要介護４、５の要介護度が高い人に限った場合も、脳血管疾患の割合がそれぞれ

24.5％、24.0％と最も高くなっています。（図 2-2-22）  

 要支援となった原因を見ると、骨折・転倒が 19.7％と最も多く、関節疾患（膝・股関節など）

14.1％、高齢による衰弱 9.9%、脳血管疾患 8.0％と続いています。（図 2-2-21） 

 

図 2-2-21 要介護や要支援となった主な原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-22 要介護４、５ 介護となった主な原因 
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（６）その他の主要疾患の状況 
＜その他の主要疾患（高血圧症、脂質異常症、糖尿病、歯周病）の状況＞の要点 

・特定健診の検査結果については、全国値と比較すると比較的良好なデータが多くなっています。 

・脂質異常症については、薬を服用している人は全国値よりも少ない傾向ですが、LDL コレステロ

ールの値は男女共に高い（悪い）状態となっています。 

心疾患や脳血管疾患のように、死因や介護の要因とはなりにくいものの、これらの疾患に至

る背景に、高血圧症、脂質異常症、糖尿病等の生活習慣病が大きく影響することは知られてい

ます。 

特定健診は、40～74 歳を対象として、内臓脂肪の蓄積に起因する高血圧症、脂質異常症、糖

尿病等の生活習慣病のリスクを見つけ、生活習慣の改善、病気の予防を目的に実施されている

ものです。ＮＤＢオープンデータの令和２年度（2020 年度）の特定健診結果から、これらの疾

患の状況を見ていきます。 

その他、歯周病も生活習慣が密接に関係しています。糖尿病が歯周病を悪化させることや、

歯周病の予防や治療が生活習慣病の改善につながることが明らかになっています。 

 

※ＮＤＢオープンデータとは 

厚生労働省が公開しているもので、特定健診の令和２年度(2020 年度)分は、様々な保険者の

下で特定健診を受診した横浜市民約 82 万人（男性約 47 万人、女性約 35 万人）、全国で約 2,900

万人の特定健診のデータが集計された画期的なものとなっていますが、全国、都道府県別、二

次医療圏別（横浜市全域が一つの二次医療圏）に、健診受診者の居住地の郵便番号を下に集計

されたデータのみで、区別の分析は行えません。 

 

ア 高血圧症 

  特定健診の質問項目で「血圧を下げる薬を服用していますか」に「はい」と回答した横浜

市民は男性 20.8％、女性 12.4％となっています。（図 2-2-23） 

  また、特定健診における収縮期血圧（mmHg）の平均値は、横浜市民の男性 125.55、女性 118.79

となっています。（図 2-2-24） 

  いずれの値も、全国値及び最上位県の値より良好となっています。 

 

 図 2-2-23 特定健診質問項目「血圧を下げる薬を服用していますか」 
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図 2-2-24 特定健診検査結果・収縮期血圧・平均値＜受診勧奨値：140 以上＞ 

※グラフ中の「最上位県」「最下位県」：横浜市の値がどの程度の位置にあるのかをわかりやす

く示すために、全国平均との比較に加え、都道府県別の平均値のうち、最も良いものを「最

上位県」、最も悪いものを「最下位県」として示しています。

イ 脂質異常症

特定健診の質問項目で「コレステロールや中性脂肪を下げる薬を服用していますか」に「は

い」と回答した横浜市民は男性 13.4％、女性 12.0％となっています。（図 2-2-25） 

  また、特定健診における LDL コレステロール（いわゆる悪玉コレステロール：mg/dl）の平

均値は、横浜市民の男性 127.55、女性 126.50 となっています。（図 2-2-26） 

  男女共に、薬の服用割合は全国値と比較して下回っていますが、検査平均値は不良で上回

っており、男性については最下位県の値をも上回っています。 

検査平均値を年代別に見ると、全年代で全国値より不良で上回る傾向にあります。50 代後

半以降は特に、全国値との差が大きくなっています。（図 2-2-27） 

なお、中性脂肪（mg/dl）と HDL コレステロール（mg/dl）は、男女共に全国値と比較して

良好な状態で、女性は最上位県の値より良好となっています。（図 2-2-28、図 2-2-29） 

図 2-2-25 特定健診質問項目「コレステロールや中性脂肪を下げる薬を服用していますか」 
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図 2-2-26 特定健診検査結果・LDL コレステロール・平均値＜受診勧奨値：140 以上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-2-27 特定健診検査結果・LDL コレステロール・年齢別平均値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-2-28 特定健診検査結果・中性脂肪・平均値＜受診勧奨値：140 以上＞ 
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図 2-2-29 特定健診検査結果・HDL コレステロール・平均値＜受診勧奨値：34 以下＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 糖尿病 

  健康日本 21（第二次）において、糖尿病の合併症の減少について「糖尿病性腎症による年

間新規透析導入患者数」を評価指標にしてきました。全国値で 16,247 人（平成 22 年（2010

年））、16,103 人（平成 28 年（2016 年））、16,019 人（令和元年(2019 年)）と減少しています

が、目標値 15,000 人には届いていない状況です。健康日本 21（第三次）では、更に目標値を

高め、12,000 人を目指しています。 

特定健診の質問項目で「血糖を下げる薬（又はインスリン注射）を服用していますか」に

「はい」と回答した横浜市民は男性 6.2％、女性 2.3％となっています。（図 2-2-30） 

また、特定健診における HbA1c（ヘモグロビン A1c：過去約 120 日間の平均的な血糖の状

態：％）の平均値は、横浜市民の男性 5.63、女性 5.50 となっています。（図 2-2-31） 

いずれの値も、全国値及び最上位県の値より良好となっています。 

 

 図 2-2-30 特定健診質問項目「血糖を下げる薬（又はインスリン注射）を服用していますか」 
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 図 2-2-31 特定健診検査結果・HbA1c＜受診勧奨値：6.5 以上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 歯周病 

横浜市民の 40 歳代における進行した歯周炎を有する人の割合は、令和２年度（2020 年度）

の調査結果は 54.1％です。平成 28 年度（2016 年度）と比較し、わずかに減少しているもの

の、明らかな変化はありませんでした。（図 2-2-32） 

令和３年度（2021 年度）に横浜市歯周病検診を受診した人のうち、要精密検査（※）と判

定された人は 73.5％でした。横浜市で要精密検査と判定された人の割合は、40 歳、50 歳、

60 歳、70 歳の各年齢において、全国値を上回っています。（図 2-2-33） 

 

図 2-2-32 40 歳代における進行した歯周炎を有する者の割合 

 

 

図 2-2-33 歯周疾患検診（歯周病検診）受診者のうち要精密検査と判定された者の割合 

 

※要精密検査：歯周病やう蝕、その他の所見等があるため、詳しい検査や治療が必要な者 

  

55.8% 54.1%

0%
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H28 R2

66.5% 61.9% 64.9% 68.2% 70.4%
73.5% 66.0% 72.9% 72.4% 76.3%

0%

50%

100%

総数 40歳 50歳 60歳 70歳

全国 横浜市
出典：令和３年度地域保健・健康増進事業報告

横浜市歯周病検診

出典：県民歯科保健実態調査 横浜市分 
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３ 健康状態、健康に関する意識と生活習慣 

（１）健康状態 
＜健康状態＞の要点 

・病気やけがで自覚症状のある者の割合は、全国とほぼ同様の状況です。通院している者の割合は

全国と比較して低い状況です。 

・現在の健康状態について、１割以上の市民が不健康な状態と回答し、健康上の問題で日常生活に

影響があると感じています。 

・特定健診の検査結果については、全国値と比較すると比較的良好なデータが多い中で、男性の肥

満（ＢＭＩ、腹囲、体重増加）については、全国平均並みとなっています。 

ア 有訴者率 

  令和元年（2019 年）の国民生活基礎調査における有訴者率（人口千人当たりの病気やけが

で自覚症状のある者の割合）は、横浜市 303.4（男性 268.9、女性 335.8）、全国 302.5（男性

270.8、女性 332.1）であり、全国とほぼ同様の状況です。（図 2-3-1） 

 

イ 通院者率 

        令和元年（2019 年）の国民生活基礎調査における通院者率（人口千人当たりの傷病（病気

やけが）で病院や診療所等に通っている者の割合）は横浜市が 388.8（男性 380.2、女性 397.0）

に対し、全国は 404（男性 388.1、女性 418.8）であり、全国と比較して低い状況です。（図

2-3-1） 

 

図 2-3-1 有訴者率と通院者率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 肥満・やせの状況    

40～74 歳を対象とした特定健診では、体重及び身長による BMI 算出（体格指数：肥満かや

せすぎていないかの指標。体重 Kg÷身長ｍ÷身長ｍ）、腹囲測定を行うとともに、20 歳の時

の体重から 10kg 以上増加しているかを問診で質問しています。 

ＮＤＢオープンデータの令和２年度（2020 年度）の特定健診結果を見ていきます。 

ＢＭＩ（kg/m２）の平均値は、横浜市民の男性 24.28、女性 22.16 となっており、女性は全

国値と比較して下回って「やせ」の傾向ですが、男性は全国値とほぼ同じです。（図 2-3-2） 

カテゴリー別割合でも、女性は「やせ」が多く、肥満が少ない傾向です。（図 2-3-3） 
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    図 2-3-2 特定健診検査結果・ＢＭＩ・平均値＜保健指導判定値：25 以上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 2-3-3 特定健診検査結果・ＢＭＩカテゴリー別割合＜保健指導判定値：25 以上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腹囲（cm）の平均値は、横浜市民の男性 85.99、女性 79.28 となっており、女性は全国値

と比較して下回っていますが、男性は全国値とほぼ同じです。（図 2-3-4） 

 

  図 2-3-4 特定健診検査結果・腹囲・平均値＜保健指導判定値：男性 85 以上、女性 90 以上＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定健診の質問項目で「20 歳の時の体重から 10kg 以上増加していますか」に「はい」と

回答した横浜市民は男性 49.4％、女性 28.1％となっています。男性は全国値と比較して上回

り、女性は下回っています。（図 2-3-5） 
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 図 2-3-5 特定健診質問項目「20 歳の時の体重から 10kg 以上増加していますか」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 歯・口腔の状況 

(ア) 乳幼児期、学齢期のむし歯の状況 

     令和３年度（2021 年度）の乳幼児健診における歯科健診の結果を見ると、１歳６か月児

で 0.68％のむし歯罹患率が３歳児では 7.0％に増加しています。 

   令和３年度（2021 年度）の横浜市学校保健統計調査によると、12 歳児（市立中学一年生）

の一人平均むし歯数は、0.48 歯となっています。 

 

(イ) 咀嚼機能の状況 

      令和２年度（2020 年度）の県民歯科保健実態調査によると、60 歳代における咀嚼機能

良好者（なんでも噛んで食べることができる人の割合）は 72.8％でした。 

   また、ＮＤＢオープンデータの令和２年度（2020 年度）の特定健診結果では、特定健診

の質問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」で「何でもかんで

食べることができる」と回答した横浜市民は男性 83.6％、女性 85.9％となっており、いず

れも全国値と比較して上回っています。（図 2-3-6） 

 

 図 2-3-6 特定健診質問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」 
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   「何でもかんで食べることができる」と回答した人をさらに年代別に見ていくと、60 歳

代の横浜市民は男性 78.8％（全国 75.4％）、女性 82.6％（全国 80.7％）、男女合計では

80.5％（全国 77.9％）となっています。ほぼ全ての年代において全国値を上回っており、

60 歳代は他の年代よりもその差が開いている状況です。（図 2-3-7） 

 

図 2-3-7 特定健診質問項目「食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか」年代別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ウ) 歯の保有状況 

   平成 29 年（2017 年）から令和元年（2019 年）までの国民（県民）健康・栄養調査によ

ると、80 歳で 20 歯以上自分の歯を有する者の割合は 64.9％となっています。 

 

オ 現在の健康状態・悩みやストレス 

    令和４年（2022 年）の国民生活基礎調査において、現在の健康状態と健康上の問題で日常

生活に影響があるかどうか、日常生活で悩みやストレスがあるかについて確認しました。 

「現在の健康状態」について、「よい」と答えた人が 21.4％、「まあよい」が 20.6％、「ふ

つう」が 43.4％となっています。不健康な状態にあたる、「あまりよくない」は 11.5％、「よ

くない」は 1.7％となっています。 

「健康上の問題で日常生活に影響があるか」について、「ある」と答えた人は 12.2％とな

っており、約１割強が健康上の問題で日常生活に影響があると答えています。 

「日常生活で悩みやストレスがあるか」について、「ある」と答えた人は 47.0％となって

います。「ある」と答えた人の 6.1％が「相談したいが誰にも相談できないでいる」と答えて

います。 
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（２）健康に関する意識と生活習慣

ア 生活習慣の改善が必要かについての認識

令和３年(2021 年)１月に実施した「令和２年度 健康に関する市民意識調査（横浜市健康

福祉局）」において、生活習慣の改善について、最も多くの 31.9%が「改善が必要だと思い、

すでに取り組んでいる」と回答しており、行動につながっていました。また、20.9％が「改

善が必要だと思い、１か月以内に取り組みたいと思う」と回答しており、行動への準備が整

っていました。 

 その一方で、「改善は必要だが、今すぐ変えるつもりはない」が 28.1％であり、約３割は、

必要性は感じていても行動へはつながりにくい状況が見られました。また、最も少数である

ものの「関心がない」は 5.2％おり、健康への関心が薄い層への効果的なアプローチを進め

る必要があります。（図 2-3-8） 

 男女共に年代が下がるほど、「改善が必要だと思わない」や「関心がない」と回答する人の

割合が多く、逆に年代が上がるにつれ「改善が必要だと思い、すでに取り組んでいる」と回

答した人の割合が増加していました。（図 2-3-9） 

図 2-3-8 生活習慣の改善が必要かについての認識 

＜健康に関する意識と生活習慣＞の要点 

・市民の３分の１は、生活習慣改善の必要性を感じていても行動するつもりはない、又は、関心が

ないと回答しており、健康への関心が薄い層への効果的なアプローチを進める必要があります。

・運動習慣がない人や喫煙習慣がある人では、他の好ましくない生活習慣を併せ持つ傾向がありま

す。

・健康寿命に影響する日常生活の制限には、腰痛症（特に男性）、成人期・壮年期のメンタルヘル

ス（特に子育て中の女性の悩みやストレス）、成人期男性の睡眠不足、高齢期の健診・検診が関連

していることがわかっています。また、就業状況の違いにより日常生活の制限がある人の割合が

異なるため、職場を介した取組も効果的であると考えられます。
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図 2-3-9 男女別・年代別に見る生活習慣の改善が必要かについての認識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 健康への関心の有無と生活習慣の関連 

    アと同調査において、生活習慣の改善について「改善は必要だが、今すぐ変えるつも

りはない」又は「関心がない」と回答した、健康への関心が薄い層は、どのような生活習

慣をもつのかについて分析しました（市立大学による分析）。 

    運動習慣がない人や喫煙習慣がある人では、他の好ましくない生活習慣を併せ持つ傾

向がありました。また、好ましくない生活習慣の数が多い集団ほど、その中に占める健

康への関心が薄い人の割合が高くなる傾向がありました。（図 2-3-10） 
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図 2-3-10 健康への関心と生活習慣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 他の政令市との比較による生活習慣の特徴 

    令和元年（2019 年）の国民生活基礎調査を用いて厚生労働省の研究班が算出した政令

市の健康寿命の上位は、男性１位仙台市、２位さいたま市、３位広島市（本市は８位）、

女性１位浜松市、２位千葉市、３位仙台市（本市は７位）となっています。これら上位

３位までの政令市と本市のデータを比較することにより、本市の特徴を分析しました

（市立大学による分析）。 

    上位３位の政令市と比較して、睡眠不足の成人期男性、健診・検診を受けていない高

齢期、育児や子どもの教育で悩む成人期女性が多くなっており、これらのことへの対策

が本市の健康寿命の延伸につながる可能性が示唆されました。 

 

  エ 就労先の規模と生活習慣との関連 

 令和元年（2019 年）の国民生活基礎調査（横浜市分）を用いて、就労先の規模と生活

習慣との関連を分析しました（市立大学による分析）。 

 小規模事業者(従業員 29 人以下)や中規模事業者（同 30～299 人）に就労している人

は、日常生活に制限がある人や飲酒や喫煙をする人の割合が高く、健診・検診の受診割

合が低い傾向が見られました（図 2-3-11）。一方、大規模事業者（同 300 人以上）に就労

している女性は、悩みがある割合が高く、こころの健康に課題がある割合が高い傾向が

見られ、就業状況を踏まえた取組の必要性が示唆されました。 

 
    図 2-3-11 就労先の規模別に見る健診等・がん検診の受診割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成：横浜市立大学 

作成： 

横浜市立大学 
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４ 第２期健康横浜２１の振り返り 

（１）分野別・ライフステージ別に見る行動目標の評価 

第２期計画で掲げた 19 項目の市民の行動目標のうち、約５割の９項目において、「目標に近

づいた（A）」又は「目標値に達した（S）」となり、取組の効果が一定程度見られました。一方

で、働き・子育て世代及び稔りの世代における食生活の「バランスよく食べる」と、育ち・学

びの世代における休養・こころの「早寝・早起き」は「目標から離れた（C）」となっています。

（表 2-4-1） 

 
表 2-4-1 分野別・ライフステージ別に見る行動目標の数値変化のまとめ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）横浜市女性の健康寿命の延びの鈍化 

全国と比較可能なデータ等を踏まえて、横浜市の女性の健康課題を捉えるとともに、女性の

就労人口の増加を受けて、特に働き子育て世代の女性の健康づくりやヘルスリテラシーの向上

につながる支援の取組を検討することが必要です。 

 

（３）健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりの必要性 
いわゆる健康無関心層の具体像をとらえ、どのようなアプローチが効果的であるのかを探る

必要があります。市民がその興味関心や嗜好にかかわらず、また社会的・経済的な状況に左右

されることなく、自然と健康に望ましい行動を選択するためには、行動科学の視点からどのよ
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うな仕掛けが必要なのか、健康増進以外の部門や関係機関・団体、民間企業、大学等と連携し、

市としてできる環境づくりの取組を検討していきます。 

 

（４）健康格差縮小の視点の必要性 
ア 区の健康課題への取組 

区の取組推進に向けて、必要性と実行可能性が高い取組の見極めにつながるデータ活用や、

PDCA サイクルによる各種事業の推進を総評するために、データに基づく課題解決のためのフ

レームワーク（PPDAC サイクル）の要素も取り入れたマネジメントが行えるよう、区を支援

していきます。 

 

 

 

 

 

また、健康に望ましい行動を取りやすくする環境づくりなど、健康格差の縮小の視点を

取り入れた市域全体における具体的な取組を検討していきます。 

イ 様々な立場の市民への支援 

健康寿命の延伸ばかりが強調されることにより、病気になった後でも暮らしやすいまちづ

くりの視点が欠けることがないよう、SDGｓ目標３の「全ての人に健康と福祉を」も踏まえ、

各分野の取組において、病気・障害などによる様々な健康状態の市民が健康づくり活動に取

り組めるよう支援する視点も必要となります。 

 

（５）ライフコースアプローチの視点の必要性 
ライフステージ別の取組は当該世代の健康課題に対応するだけでなく、次の世代に進んだ際

に予測される生活習慣病等の健康課題を未然に防ぐことができる効果的な取組も期待されてい

ます。健康づくりの連続性や継続性を意識した目標設定や取組を検討します。 

  

＜出典＞ 

総務省統計局 

http://www.stat.go.jp/dstar

t/point/seminar1/01.html 

（令和５年８月 21 日確認） 
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５ 横浜市民の主要な健康課題の選定

  横浜市民の健康を取り巻く現状分析の中から、その重要性や予防効果の表れやすさ、改善の余

地、健康寿命の延伸への寄与といった（１）～（３）の視点により、第３期計画で取り組む必要

性の高い、横浜市民の主要な健康課題を選定して、（４）にまとめています。

（１）悪性新生物、心疾患、脳血管疾患等の予防の重要性

悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の３つの疾患で市民の死亡原因の半数を占めています。ま

た、これらの疾患を含む若年（30～69 歳）死亡率の減少は、持続可能な開発目標（SDGs）の国

際的な目標でもあり、予防に向けた取組を継続していく必要があります。これらの疾患を引き

起こす要因にもなる喫煙・受動喫煙、糖尿病の重症化等への対応も重要と考えられます。 

（２）全国データとの比較により改善の余地がある課題への取組強化

健康に関するデータの全国値との比較により、乳がんの早期発見（女性）、冬場の入浴時の不

慮の事故（高齢者）、肥満や脂質異常症（特に男性）については、本市のデータに改善の余地が

あります。取組の強化や新たな取組が求められています。 

（３）健康寿命の延伸への寄与の大きい要因への着目

健康寿命に影響する日常生活の制限には、腰痛症（特に男性）、成人期・壮年期のメンタルヘ

ルス（特に子育て中の女性の悩みやストレス）、壮年期の歯の病気、成人期男性の睡眠不足、高

齢期の健診・検診等が関連していることがわかっています。また、就業状況の違いにより日常

生活の制限がある人の割合が異なるため、職場を介した取組も効果的であると考えられます。 

（４）横浜市民の主要な健康課題

次の 10 項目を主要な健康課題として選定し、その改善を目指します。

①生活習慣病（心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患）による早世の減少、②男

性の肥満や脂質異常症の改善、③女性の乳がんの死亡率の減少、④糖尿病の重症化の予防、⑤

喫煙・受動喫煙の減少、⑥歯周炎の予防と改善、⑦腰痛症の予防と改善、⑧骨折・転倒により

介護が必要な状態となることの減少、⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少、⑩成人期・

壮年期のメンタルヘルスの向上、とします。 

＜横浜市民の主要な健康課題の選定＞の要点 

・市民の死亡原因の半数を占める悪性新生物、心疾患、脳血管疾患の予防に加え、全国データと比

較して改善の余地があるもの、健康寿命の延伸への寄与が大きいものなどを主要な健康課題とし

て選定し、その改善を目指します。

①生活習慣病（心血管疾患、がん、糖尿病、慢性の呼吸器系疾患）による早世の減少

②男性の肥満や脂質異常症の改善

③女性の乳がんの死亡率の減少

④糖尿病の重症化の予防

⑤喫煙・受動喫煙の減少

⑥歯周炎の予防と改善

⑦腰痛症の予防と改善

⑧骨折・転倒により介護が必要な状態となることの減少

⑨高齢期の不慮の事故による死亡率の減少

⑩成人期・壮年期のメンタルヘルスの向上
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